
令和６年１２月　

財政課　行財政改革推進室　　

第４次行財政改革大綱
行財政改革プランの実施状況　【概要版】

〔令和５年度実績〕
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≪財政改革の目標≫ ≪行政改革の目標≫
◆令和７（2025）年度当初予算において収支均衡した財政 ◆具体的な取組項目の実施率100％
　構造への転換を図る ◆具体的な取組項目のＡ評価の割合80％以上
◆令和６（2024）年度末の財政調整基金残高 40億円以上
◆計画期間５年間の市債借入上限額 150億円
◆実質公債費比率 11.0％以下
◆将来負担比率  110.0％以下

◆令和５年度末の財政調整基金残高 約58億円

第４次行財政改革大綱　行財政改革プランの取組項目の実施状況（令和５年度実績）
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≪財政改革の目標≫ ≪行政改革の目標≫
◆令和７（2025）年度当初予算において収支均衡した財政 ◆具体的な取組項目の実施率100％
　構造への転換を図る ◆具体的な取組項目のＡ評価の割合80％以上
◆令和６（2024）年度末の財政調整基金残高 40億円以上
◆計画期間５年間の市債借入上限額 150億円
◆実質公債費比率 11.0％以下
◆将来負担比率  110.0％以下

◆令和２年度から令和５年度まで４年間の市債借入額 約98億円
５年間に発行する市債の額を150億円（年平均30億円）以下に抑制

第４次行財政改革大綱　行財政改革プランの取組項目の実施状況（令和５年度実績）
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≪財政改革の目標≫ ≪行政改革の目標≫
◆令和７（2025）年度当初予算において収支均衡した財政 ◆具体的な取組項目の実施率100％
　構造への転換を図る ◆具体的な取組項目のＡ評価の割合80％以上
◆令和６（2024）年度末の財政調整基金残高 40億円以上
◆計画期間５年間の市債借入上限額 150億円
◆実質公債費比率 11.0％以下
◆将来負担比率  110.0％以下

◆実質公債費比率 （目標値11.0％以下）

◆将来負担比率 （目標値110.0％以下）

各指標の推移

66.3 66.0

H30

第４次行財政改革大綱　行財政改革プランの取組項目の実施状況（令和５年度実績）
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≪財政改革の目標≫ ≪行政改革の目標≫
◆令和７（2025）年度当初予算において収支均衡した財政 ◆具体的な取組項目の実施率100％
　構造への転換を図る ◆具体的な取組項目のＡ評価の割合80％以上
◆令和６（2024）年度末の財政調整基金残高 40億円以上
◆計画期間５年間の市債借入上限額 150億円
◆実質公債費比率 11.0％以下
◆将来負担比率  110.0％以下

◆具体的な取組項目の実施率 （最終目標100％） 行財政改革プランの取組状況

・計画以上
・計画通り
・一部未実施
・未実施

計 ５７項目
０項目

１０項目
３９項目

８項目

第４次行財政改革大綱　行財政改革プランの取組項目の実施状況（令和５年度実績）
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≪財政改革の目標≫ ≪行政改革の目標≫
◆令和７（2025）年度当初予算において収支均衡した財政 ◆具体的な取組項目の実施率100％
　構造への転換を図る ◆具体的な取組項目のＡ評価の割合80％以上
◆令和６（2024）年度末の財政調整基金残高 40億円以上
◆計画期間５年間の市債借入上限額 150億円
◆実質公債費比率 11.0％以下
◆将来負担比率  110.0％以下

◆具体的な取組項目のＡ評価の割合 （最終目標80％以上） 行財政改革プランの目標指標
５１の目標指標のうち、A評価（達成率100％以上）の割合

・Ａ評価
・Ｂ評価
・Ｃ評価
・Ｄ評価

計
５指標
７指標

１３指標
２６指標

第４次行財政改革大綱　行財政改革プランの取組項目の実施状況（令和５年度実績）
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☆令和２年度から令和５年度まで４年間の行財政改革プランの取組により生じた効果額（一般財源）

千円

千円 [千円]

R2~R6

目標額 実績額 目標額 実績額 目標額 実績額 目標額 実績額 目標額 実績額 目標額

１． 70,000 △150,234 119,432 △217,140 121,376 △105,396 123,248 △157,374 434,056 △630,144 559,176

２． 170,000 287,855 186,500 165,667 171,000 248,499 171,000 323,734 698,500 1,025,755 886,000

３．

1,361,400 2,159,742 1,250,850 4,889,777 1,329,200 5,340,042 1,534,450 6,641,429 5,475,900 19,030,990 7,225,600

４．

1,601,400 2,297,363 1,556,782 4,838,304 1,621,576 5,483,145 1,828,698 6,807,789 6,608,456 19,426,601 8,670,776効果額合計

持続可能で効率的な行政サービスの提供

健全で強固な財政基盤の確立

目標額

実績額 19,426,601
6,608,456

大綱の柱別
R2~R5R3R2

市有財産のマネジメントの推進

簡素で効率的な執行体制の確立

R4 R5
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目標額 実績額

111-1
柔軟で機動的な組織体

制
○

部局連携をより推進するため、組織改編を行い、組織体制のスリム化と担当

の適正化に努めた。
翌年度4月1日の室等・担当数 B

4,248 千円 △ 4,706 千円

113-1 給与水準の適正化 △
給料表の５級以上の割合が大きいことが要因となっているため、計画的に５

級以上の割合を減らす必要があり、取組を進めている。
ラスパイレス指数 B

119,000 千円 △ 152,668 千円

122-1 適材適所の人員配置 ○
人事評価、自己申告、人事ヒアリング等を活用し、職員の適性や能力を発揮

できる人事配置に努めた。

能力を引き出し活かす異動システムの

構築
／

職員配置適正化に基づく定員適正管理の効果

（単年度効果額）定員の適正管理

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

１．簡素で効率的な執行体制の確立

(1)  組織体制の最適化
① 新たなまちづくりに対応した組織体制の確立

② 組織と職制の最適化

③ 給与制度等の適正化の推進

(2) 職員配置の最適化

121-1

112-1
組織のスリム化及び担当の適正化を図った組織改編を行い、組織の最適化に

努めた。
△最適な組織運営

① 定員管理の適正化

A
管理職手当削減額

（基準：令和２（2020）年度）
一般行政職における翌年度4月1日の

係⾧級以上の職員数/全職員数

○
職員配置適正化方針の見直しに伴い、退職の状況や定年延⾧制度の導入を勘

案して新規職員の採用を行った。

【参考】R6.4.1 市の人口 135,315人

新たな職員配置適正化方針の目標数値

（人口千人あたり10人を上回らない

職員数）
B

② 人員配置の適正化

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

131-1
トータル人事システム

の運用
○

新型コロナウィルス感染症が収束したことに伴い、派遣研修や集合研修の開

催機会が増え、計画どおりに研修を実施できた。

「庁内大学 2050年を乗り越えられるリーダー育成研修」を実施し、若手職

員の政策形成能力の向上を図った。

効果的な人材育成と組織の活性化の推

進
／

131-2
女性職員の活躍の場の

充実
△

女性職員のキャリアアップにつながる研修として、自治大学校へ１名を派遣

した。

女性活躍推進法に基づく「周南市特定

事業主行動計画」の目標数値
C

132-1 人事評価制度の活用 ○

令和６年度からの勤勉手当への反映に向けて、より公平性の高い評価が行え

るよう、人事評価制度の改正を行った。

オンラインによる評価者研修（300名受講）、被評価者研修（763名受講）を

実施した。

人材育成・活用につながる人事評価シ

ステムの構築
／

133-1 職員提案制度の活性化 ○

各課における改革改善に関しては、跨道橋ネーミングライツパートナー制

度の導入、高齢者バスタクシー運賃助成券の郵送交付など、財源の確保や業

務の効率化・市民サービスの向上に資する12件の取組の報告があり、その内

容については、改革改善の取組を促進するため全庁に共有した。

 また、職員政策提案制度を活用した提案が1件あった。

職員提案・改善報告の提出件数 D

134-1 働き方改革の推進 ○

年次有給休暇については、取得が少ない職員の所属⾧に対して通知をし、取

得増に向けた対応を促した。⾧時間労働を行った職員に所属⾧が面談し、実

情把握等内容分析を行った結果を人事課に報告させることとし、⾧時間労働

抑制への意識啓発や対応検討を促進した。

メンタルヘルス事業については、引き続き研修、カウンセリングルームの開

設、メンターによる面談を実施し、メンタル不調者の早期発見・早期対応に

努めた。

年次有給休暇の平均取得日数 A

(3)  職員の資質向上
① 人材育成の強化

② 人事評価制度の活用

③ 職員提案制度の活性化

④ ワーク・ライフ・バランスの実現と労働環境の整備
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

135-1 公務員倫理意識の向上 ○

若手職員を対象とした、eーラーニングによるコンプライアンス研修を実施し

た。

また、全職員を対象に、eーラーニングで「風通しのよい職場づくりのための

チェックシート」を活用した自己点検を行った。

【回答数 670人】

風通しのよい職場づくりのための

チェックシート評価実施率
A

211-1
公共施設の集約化と縮

減
○

和田支所・市民センターの整備候補地について、周南市公有財産有効活用・

管理検討委員会を開催した。

公共施設再配置計画策定時(H27.7.1)

の849,016㎡と比較した延床面積削減

率
C

1,000 千円 5,100 千円

213-1
公共施設の計画的な維

持管理
○

職員研修会を開催し、各施設の自主点検を実施した。

自主点検マニュアルの見直しを行った。

100㎡以上、築30年以内の建物

対象件数：140件
A

② 管理運営経費の効率化

個別発注との差額
C包括的業務委託検討業務数

公共施設の修繕等コス

トの平準化

令和3年度から、道路インフラの維持管理に係る民間活力の導入について継続

して検討を行っている。
○

③ 公共施設の⾧寿命化

基金を活用した、大規模修繕及び解体

の実施件数
A

基金に、モーターボート競走事業会計からの繰入金の一部、施設マネジメン

ト課の土地貸付収入及び土地売払収入の一部、跨道橋ネーミングライツ収入

並びに基金利子を積み立てた。

基金を取崩し、旧今宿幼稚園、旧富田西幼稚園、旧清掃事務所、旧新南陽民

俗資料展示室及び旧鹿野地区下市教職員住宅の建屋解体、旧新南陽学校給食

センターの廃水処理槽撤去、文化会館の特定天井調査、美術博物館の空調改

修、総合スポーツセンターのアリーナ空調改修並びに建築基準法第12条に基

づく法定点検を行った。

○214-1

公共施設の効率的な管

理運営
212-1

⑤ コンプライアンス・公務員倫理の徹底

２．市有財産のマネジメントの推進
(1) 戦略的かつ適正な公有財産の管理と活用

① 公共施設の効果的運用

効果額はNO 321-1「公共施設再配置計画に基づ

く管理経費の削減」において計上する。
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

160,000 千円 303,131 千円

10,000 千円 15,503 千円

5,000 千円 28,509 千円

800 千円 4,840 千円

○有料広告の導入222-1
有料広告収入の額

② 有料広告の推進

土地建物売却額、有償貸付料及び自動

販売機取扱料の合計

固定資産台帳については、令和3年度より公表を行っており、令和5年度にお

いては、固定資産台帳と照合を図りながら公共施設台帳の作成を行うととも

に、令和4年度の固定資産台帳（令和5年3月31日時点）の公表を行った。

未利用財産の有効活用を促進するため、媒介制度の見直しや更なる活用方法

の検討が求められているが、令和５年度においては未だ検討段階である。

○未利用財産の有効活用221-1

(2) 市有財産の有効活用
① 財産運用の推進

土地建物売却額、有償貸付料及び自動販売機取

扱料の合計 A

C
市広報、ホームページ、公用車等の広

告媒体の件数

財産の有効活用による安定的な自主財源の確保に向けて、ネーミングライツ

の積極的な導入を図るため、令和２年度に「周南市ネーミングライツ導入ガ

イドライン」を策定している。

本ガイドラインに基づき、橋りょうのネーミングライツ導入に向けた手続き

を進め、令和5年度より愛称開始につながった。

B保育料の収納率
滞納額の削減額

・口座振替の推奨：納付書送付時に口座振替の案内及び口座振替依頼書を同

封

・コンビニ納付の推奨

・スマホ決済（PayB、PayPay、LINEPay）による納付の推奨

・滞納の早期解消：口座振替不納者への速やかな通知及び納付書の発送、督

促状の発送、催告の発送

・分納希望者への相談対応、誓約書による納付計画の作成及び納付の促進

△
収納率の向上（保育

料）
311-2

３．健全で強固な財政基盤の確立
(1) 積極的な財源の確保

① 収納率の向上

A市税の収納率
滞納額の削減額督促状発送件数 27,944件

差押件数 （債権305件、不動産５件、その他６件）

交付要求件数43件、 破産16件・競売10件
◎収納率の向上（市税）311-1
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

50 千円 △ 108 千円

1,700 千円 △ 2,911 千円

3,000 千円 0 千円

300,000 千円 2,427,926 千円

311-3
収納率の向上（学校給

食費）
○

・学校給食費管理システムの活用により、市で一括した収納事務を実施

・残高不足等により口座振替が出来なかった保護者に対して、口座振替不能

通知書を発送

・現年度分の未納者へ督促状発送。過年度分の未納者へ催告書発送

・高額滞納者への臨戸を集中的に実施

・未納給食費について児童手当からの充当手続きを集中的に実施

・就学援助制度による補助

滞納額の削減額
学校給食費の収納率 B

○
収納率の向上（市営住

宅使用料）
311-4

② 受益者負担の適正化

／コスト計算見直し実施率
使用料の見直しによる効果額

地方公会計制度の活用を含め、コスト計算方法の見直し等について検討を

行った。

なお、効果額については、令和３年度においてコスト再計算による使用料等

の見直しを実施したが、改定を見送ったことから計上していない。

○使用料等の見直し

B市営住宅使用料の収納率
滞納額の削減額

・窓口や住戸訪問にて現金納付の入居者に対し、口座振替を促した。

・指定管理者による期限内納付の周知徹底を図った。（電話指導、住宅訪

問、督促、催告）

・生活保護世帯については、引き続き生活支援課へ代理納付の徹底を依頼し

た。

・滞納者（3カ月以上）への対策として、連帯保証人を設けている場合、連帯

保証人への指導を徹底した。

・悪質な滞納者に対して法的措置事務を進めた。

312-1

③ 事業実施のための財源の確保

A財政調整基金年度末残高
地域振興基金等の活用額

地域振興基金等の特定目的基金を活用することにより、財政調整基金の残高

確保に努めた。

（活用額）

・地域振興基金 661,403千円

・子ども未来夢基金 1,303,131千円

・ふるさと周南応援基金 67,551千円

・公共施設マネジメント基金 395,841千円

◎基金の確保と有効活用313-1
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

500,000 千円 3,800,000 千円

314-1 債権の適正管理 ◎

徴収が困難である私債権について、債権管理条例に基づき適切な処理ができ

るよう助言を行った。

平成２７年度から施行した債権管理条例に基づき、前年度に引き続き徴収が

困難である私債権の債権放棄を行った。

市の所有する債権の収納率 A

200,000 千円 87,470 千円

388,000 千円 232,192 千円

12,900 千円 58,000 千円

(2) 歳出の抑制
① 維持管理経費の削減

モーターボート競走事業からの繰入金積立基金

の活用額 決算額 A
年間１９８日のレースを開催し、売上額は８８１.３億円であった。

また、令和5年度の繰出額は、地方公営企業法適用後において、最大の額の繰

り出しをすることができた。（令和4年度と同額）
◎

モーターボート競走事業から

一般会計への安定的な繰出し
313-2

④ 債権の適正管理

322-2 A
施設の維持管理等に係る公民連携の検

討施設数

直営に係る費用－委託料小中学校特別教室空調設備等整備事業及び道の駅ソレーネ周南リニューアル

事業について、ＰＦＩ方式を導入する方針を決定した。
○

公民連携の推進による

事務事業の効率化

321-1

② 事務事業の見直しによる経費の削減

B
事務事業評価において、総合評価Ａの

事務事業の割合

投資的経費の抑制、事務事業の見直しによる経

費削減の効果（一般財源）
評価対象の６７２事務事業のうち、総合評価Ａ（目標を達成・計画通り）は

４３１事業であり、総合評価Ｂ（概ね目標を達成）の２１８事業を合わせる

と対象事業のうち約９６％は概ね目標を達成できた。
○

行政評価の活用による

経費の削減
322-1

アクションプランに基づき再配置を実

行した施設数
A

施設の維持管理経費削減額和田支所・市民センターの整備候補地について、周南市公有財産有効活用・

管理検討委員会を開催した。
○

公共施設再配置計画に

基づく管理経費の削減
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

323-1 市債発行額の抑制等 ○
建設事業費が増加傾向にある中においても、国県補助金や基金等を活用する

ことにより地方債発行額を抑制したうえで、発行については財政措置のある

ものを優先した。

５年間で１５０億円以下（平均30億

／年）
A

32,000 千円 △ 3,722 千円

90,000 千円 21,294 千円

実質公債費比率（3か年平均） A

将来負担比率 A

332-1
行財政マネジメントへ

の活用
○

公会計財務書類を作成・分析し、公表した。また、情報収集に努め、分析方

法や指標の活用方法等について検討した。

令和３年度より固定資産台帳の公表を行っている。

令和５年度においては、公共施設台帳との照合により台帳の精度を高め、令

和４年度の固定資産台帳（令和５年３月３１日時点）の公表を行った。令和5

年度においては、各部署へ働きかけ、固定資産台帳の修正を随時行った。

公会計財務書類の公表・分析 ／

(3) 財政の健全性と透明性の確保
① 財政の健全性の堅持

建設事業については国県補助金や基金等を活用することにより地方債発行額

を抑制し、地方債の発行では財政措置のある有利な起債を優先して借り入れ

るよう努めた。
○財政指標等の管理331-1

② 地方公会計制度の活用

⑤ 補助金等の見直し

325-1
補助金・交付金の見直

し
△

補助金に関して全庁的な調査は実施していないが、当初予算編成において、

必要性、事業効果、補助事業に係る剰余金の取り扱いの適正化などを精査

し、適宜見直しを行った。

補助金・交付金の見直しによる削減額（累積

額） 補助金・交付金の見直し実施 C

③ 市債発行額の抑制等

④ 人件費の抑制

D
職員一人当たりの時間外勤務削減時間

数

（基準：平成30（2018）年度）

時間外勤務の削減効果

（基準：平成30（2018）年度）

パソコン上に２０時以降の時間外勤務を控えるように求めるポップアップ表

示や、１か月に２５時間を超える時間外申請をした際に警告するポップアッ

プ表示を出し、時間外勤務を抑制する啓発を行った。⾧時間労働を行った職

員に所属⾧が面談し、実情把握等内容分析を行った結果を人事課に報告させ

ることとし、⾧時間労働抑制への意識啓発や対応検討を促進した。

○人件費の抑制324-1
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

332-2
行財政状況の透明性の

確保
○

財務書類における情報や各種指標について経年比較や類似団体との比較を行

う中で、本市の財政状況を把握するとともに、市民に対して公表した。
「周南市の財政状況」の策定・公表 ／

※ 11,200 千円 ※ 14,236 千円

※ 24,500 千円 ※ 24,679 千円

333-3
モーターボート競走事

業
◎

売上額の好調により、建設改良積立金について、目標値以上の積立をするこ

とができ、安全確実なレース運営のため、財政基盤の強化を図ることができ

た。

なお、利益積立金、建設改良積立金については、令和4年度で目標額達成済み

のため、令和5年度の積立額は、目標額よりも少額となった。

建設改良積立金・利益積立金へ積立て

る額の合計
C

0 千円 0 千円

333-2

A
企業債利息削減額（前年比較）

・アセットマネジメントに沿った施設更新を進め、維持管理費や投資的経費

の削減に取り組んだ。

・内部留保資金の状況などを考慮したうえで企業債借入額の抑制を図った。

333-4

333-1

B病床数：150床

基準外繰入金の発生を抑制し、財政の健全化を

図る。

「周南市立新南陽市民病院新改革プラン（第2期）」に沿って経営の効率化に

向けた取組を推進するとともに、国のガイドラインに沿って現在の計画を補

完する形で「周南市立新南陽市民病院経営強化プラン」を策定した。令和５

年５月からは、新型コロナウイルス感染症が５類感染症に移行したことに伴

い、地域包括ケア病棟を再開し、医療や病床運用の適正化に努めた。

○病院事業

A
令和元(2019)年度財政計画の収支見込

額

企業債利息削減額（前年比較）

内部留保資金の活用等により企業債の借入額を抑制したことによる効果が表

れている。

ストックマネジメント計画に沿った施設更新を進めており、後年度の維持管

理費や投資的経費の削減に取り組んだ。

官民連携手法による徳山中央浄化センター再構築では、競争的対話や二次審

査（提案審査）を経て、優先交渉権者を決定し、DBO方式に関する各種契約

を締結した。契約相手方との協議を重ね、新たな体制での維持管理の準備を

進めるとともに、設計業務に着手した。

○下水道事業

③ 特別会計等の経営健全化

令和元(2019)年度財政計画の収支見込

額
○水道事業

※ この効果額は、表末尾の 効果額の計 に含まない。

※ この効果額は、表末尾の 効果額の計 に含まない。
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

0 千円 0 千円

0 千円 △ 12,198 千円

333-7 国民宿舎事業 ○ 令和３年度をもって本事業を廃止した。 日帰り入浴場の年間利用者数 ／

0 千円 0 千円

333-9 国民健康保険事業 ◎
積極的な滞納処分等と併せて、納付ご案内センター等を活用した収納対策に

取り組んだ。
国民健康保険料の収納率 A

0 千円 0 千円

B

333-6 地方卸売市場事業 ○

施設設備の老朽化対策については、市場別に策定していた⾧期修繕計画に

沿って計画的に進めた。維持修繕にあたっては、予防保全の観点を踏まえ、

優先順位をつけて実施した。

地方卸売市場（青果・花き）において取り扱う生産品の消費喚起や販路拡大

を目的として、市場開放事業を実施した。

地方卸売市場における遊休施設（食堂棟）の利用を再開し、使用料収入の確

保につなげた。

魚食普及の促進を図る手法として地元魚介類を食材とした学校給食を提供し

た(タコ飯)。

基準外繰入金の発生を抑制し、財政の健全化を

図る。（臨時的経費を除く）

333-8 駐車場事業 ○

令和５年度から徳山駅周辺の公共施設（駐車場、駐輪場、公園、駅前広場

等）を包括的に民間委託する徳山駅周辺官民連携管理運営事業（ＰＰＰ）を

導入した。コロナ禍の影響も徐々になくなり、徳山駅前への人流も回復傾向

にあることから、徳山駅西駐車場の利用が好調で年間利用台数はコロナ禍前

の状況を上回る結果となった。そのため、指定管理者納付金が追加納付され

た。

基準外繰入金の発生を抑制し、財政の健全化を

図る。

（臨時的経費を除く）
駐車場年間利用台数 A

333

-10
介護保険事業

第8期介護保険事業計画に基づき、介護給付適正化事業を実施し、適正に介護

給付を実施した。介護保険制度の円滑な運用を図るため、介護保険料の普通

徴収については、口座振替を推進するとともに、督促・催告・架電等を行

い、徴収体制の強化に取り組んだ。 また、第9期介護保険事業計画の策定を

行った。

基準外繰入金削減額（前年比較）
介護保険料の収納率 A○

B
市場取扱高（地方卸売市場と水産物市

場の合計額）

333-5 介護老人保健施設事業 ○

「周南市介護老人保健施設事業経営戦略」に沿って経営の効率化に向けた取

組を推進し、令和5年7月に加算型から在宅強化型に移行することで、入所者

療養費収益の増収につなげた。また、地域のケアマネージャーに定期的に訪

問等を行うことで、短期入所や通所リハビリテーションの利用者の増加につ

なげた。

損失補填繰入金額の抑制を図る。 介護老人保健施設ゆめ風車の平均入所

者数
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

333

-11
後期高齢者医療事業 ○ 納付ご案内センター等を活用した収納対策に取り組んだ。 後期高齢者医療保険料の収納率 B

1,000 千円 137 千円

333

-13

第三セクター等の経営

健全化に対する適切な

関与

△

外郭団体等の自主性・自立性に配慮しながら、第４次外郭団体等改革方針に

基づき必要な支援や指導、進行管理等を行った。経営状況に関して専門的・

客観的視点から評価・検証が必要と認められるものがなかったため、第三セ

クター等経営評価検討委員会は実施しなかった。

なお、令和４年度末に外郭団体職員による業務上横領事案の発覚に伴い、再

発防止と事務の適正化を図ることを目的とし、監査と協力し保管金実査等を

実施した。

第三セクター等経営評価委員会におけ

る評価実施団体数
D

411-1
行政事業レビューによ

る事業最適化
△

４０事務事業を抽出し、行政評価等評価委員会で評価の検証、修正等を実施

した。

また、当初予算要求のヒアリング・査定に行財政改革推進室職員が加わり、

これらの取組が次年度予算編成に反映するように取り組んだ。

行政事業レビューの実施件数 D

B
年間延べ受診者数の８割を基準とする

（予約受診者延べ数／年間延べ受診者

数）

受診者数の減少に伴う外来収入減少額見込額

（歳入減少額を歳出削減努力により吸収する）

常勤医師が近隣医療機関での実践的な研修や、全国規模で開催される学術集

会への参加等でスキルの向上に努めている。

看護師は、医師会が開催する研修等に参加し、医療サービスの提供の向上に

努めている。

北部地域の医療提供体制の更なる充実及び整備のため、5G通信網等の先進技

術を導入し、地域の安心安全な医療の構築を目指している。

オンライン診療の導入を検討し、北部地区の更なる医療提供体制の構築に取

り組んでいる。

○
国民健康保険鹿野診療

所事業

① 行政評価の活用による事務事業のスクラップアンドビルドの促進

効果額はNO 322-1「行政評価の活用による経費

の削減」において計上する。

(1) 事務事業の最適化

333

-12

４．持続可能で効率的な行政サービスの提供
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

412-1
行政評価システムの連

携と活用
○

各所管課で評価した事務事業評価について、行政評価等評価委員会から意見

等を聴取し、評価の信頼性・客観性を確保するため、全体的な調整を行っ

た。

また、施策評価により、施策の方向性を決定し、取組の効果を次年度予算編

成に反映させた。

評価単位見直し後の評価対象事業数 A

413-1 庶務事務の統一 △

人事管理システムについては、市⾧部局で運用しているシステムとの統合は

困難と判断し、他市公営企業で導入しているシステムを視察して、局独自で

のシステム導入の令和６年度の予算を要求したが計上には至らず継続して検

討することとなった。

文書管理システムについては、市⾧部局で運用しているシステムとの統合に

ついて継続して整理・検討していくことを確認した。

統一検討事務数 A

421-1
手数料等納入方法の多

様化
△

前年度、市民課窓口に導入した効果等について検証し、キャッシュレス決済

端末の横展開について、費用対効果を踏まえた判断基準等について検討を

行った。

【令和３年度まで】キャッシュレス決

済導入窓口数、コンビニ納付用バー

コード対応納付書件数（累積数）

【令和４年度以降】キャッシュレス決

済導入窓口数（累積数）

C

422-1 業務の標準化 △
システム標準化の対象となる基幹系２０業務については、関係各課において

取り組んでいるが、業務標準化に向けた業務マニュアルの作成、業務手順の

見直し等には至っていない。

業務の標準化を実施した事務事業数

（累積数）
D

② 行政評価システムの活用

③ 内部事務の集約化

(2) 効率的・効果的な行政サービスの提供

② 業務の標準化

① 手数料等納入方法の多様化
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目標額 実績額

大綱の柱
施策

具体的な取組

評価目標指標
令和５年度効果額の内容

令和５年度取組内容
取組
状況

取組名コード

【取組状況】 ◎:計画以上 ○:計画通り △:一部未実施 ×:未実施（調査・検討・計画策定中を含む）

【評価】 Ａ:100% Ｂ:80%以上100%未満 Ｃ:50%以上80%未満 Ｄ:50%未満 -:評価なし ／:目標値の設定なし

423-1
マイナンバーカードの

普及
○

申請時来庁方式での申請受付を本庁、総合支所で実施。

毎週火・木曜日は19時まで窓口を延⾧し、申請受付・交付を実施。

休日交付窓口を毎月1～２日開設。

申請サポートを市内31郵便局及び委託事業者で実施。

出張申請受付を25件実施。

マイナンバーカード申請件数／人口 B

431-1
RPA導入による業務の

効率化
○

ＲＰＡ操作研修会及びシナリオ作成支援を職員を対象に実施した。

モデル課事業、県下市町との共同事業等により、計13件のＲＰＡシナリオを

作成した。

また、引き続きＲＰＡの活用を促進するため、ＲＰＡシナリオ作成支援を令

和６年度に予算化した。

ＲＰＡにて自動化する事務の件数（累

積件数）
A

431-2
モバイル端末導入によ

る業務の効率化
◎ 端末の拡充やWi-Fiの整備は令和4年度までに完了済。 モバイル端末の導入台数（累積台数） A

432-1
電子申請の推進による

利便性の向上
◎

介護保険関連及び消防関連の手続きについて、ぴったりサービスによる申請

を可能とした。

「ぴったりサービス」の提供サービス

手続き数（累積数）
A

441-1 新たな公民連携の導入 ○
小中学校特別教室空調設備等整備事業及び道の駅ソレーネ周南リニューアル

事業について、ＰＦＩ方式を導入する方針を決定した。
公民連携検討事業数 A

令和５年度効果額の計 1,828,698 千円 6,807,789 千円

① ICT利活用による業務の効率化

② ICT利活用による市民サービスの向上

(4) 公民連携（PPP）の促進
① 公民連携（PPP）の促進

効果額はNO 322-2「公民連携の推進による事務

事業の効率化」において計上する。

③ マイナンバーカードの普及及び活用

(3) スマート自治体推進への取組
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